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９人、すべての閣僚は Executive Council のメンバーでもある。ほとんどが他の ministry
の associate ministry を兼任している。Minister の数は非常に多い、しかも相互に兼任し
ている。関係は込み入っている。閣議は月曜に開催され、その後に Executive Council を開
催し、そこでは閣僚以外にも参加することがある。そこでは省庁の department officials は





















































































 ニュージーランドの地方自治は、1842 年の Municipal Corporations Ordinance にほぼ
はじまるとされる。これによって、新しく植民した人たちを行政的にまとめるための仕組
みをつくることになった。それには選挙によって選ばれた人が管理に当たることになった。









 1989 年にこれらは、法的に整理され、そして権威づけられ（‘creatures of statute’と
して）、２つの自治体に整理された。一つは広域自治体であり、もう一つは普通自治体であ
る。ともにいくつもの機能を果たすための多重な目的をもった組織である。その目的とは、





  なお、地方自治体の概要は、現地で集めた資料の他に Boston et al.(2000), Boston(2002), 




 ４－１ 地方政府委員会（LGC） 
 
地方政府委員会(Local Government Commission : 以下、LGC)は、自治体の構造改革を
目的として 1947 年に設立された。主な機能は、１）地方当局の機能とディストリクトのレ
ビュー、２）再組織スキームに関する提言や準備の探求、３）地方自治問題のレビューと
大臣への報告、である。88 年に地方自治改革に関する法的権限が委譲され、LGC は 89 年





















































は明確ではなかったが、89 年以降、首席行政官（Chief Executive Officer）となり、カウ
ンシルとの契約により、自治体運営をマネジメントすることとなった。 
1999 年の労働党と連合党の連立政権の樹立によって地方自治体の権限強化の方向はいっ























































・ ディストリクト計画 ・ キャンプ場 
・ 用水供給      ・ レクリエーション施設 
・ 下水処理      ・ 公園 
・ 排水路整備     ・ 墓地、火葬場 
・ 廃棄物管理     ・ コミュニティセンター 
・ 道路        ・ 都市再生 
・ 道路網       ・ 環境衛生 















































































































































public face & consultation：地域の代表 
 
２）統治の役割(governance role) 







によれば、オークランドの１０は当然であるとしても、South land district council は１２、 








〈 首席行政官 〉  
















































































































1947 年 LGC 設立 
  74 年 Local Government Act1974 
本格的な地方自治制度整備 
  75 年 第一次マルドーン内閣（国民党） 
  78 年 第二次マルドーン内閣 
  81 年 第三次マルドーン内閣 
  84 年 第一次ロンギ内閣（労働党） 
ロジャーノミックス始まる 
福祉国家から市場国家へ 
  85 年 米駆逐艦「ブキャナン号」入港拒否 
  86 年 消費税（GST）導入 
  87 年 第二次ロンギ内閣 
非核・軍縮・軍備管理法成立 
  88 年 LGC に地方自治構造改革の法的権限が委譲される 
  89 年 LGC 最終スキーム発表、地方自治体改革（89 年改革） 
8 月、パーマー内閣（労働党） 
  90 年 9 月、ムーア内閣（労働党） 
12 月、国民党、ニュージーランド党の連立 
第一次ボルジャー内閣（国民党） 
失業者が 20 万人を超える 
福祉国家からの決定的な撤退 
  93 年 第二次ボルジャー内閣 
小選挙区比例代表制へ 
  96 年 国民党、ニュージーランド・ファースト党の連立政権樹立 
二大政党制（国民党/労働党）の崩壊 
  97 年 国民党党首、シップリーに 
世界初の女性首相誕生 




  02 年 クラーク内閣２期目 
Local Government Act 2002（2002 年改正地方自治法） 






















Environment Waikato 346,200 13
Manawatu-Wanganui 232,500 11
Environment Bay of Plenty 217,700 11
Otago 189,100 11




West Coast 33,800 6
計 3,377,500 129
 
地方政府 人口 カウンシラー コミュニティ・ボードのメンバー数
Auckland 327,800 25 65
Christchurch 302,800 25 36
Manukau 238,100 25 42
North Shore 159,100 19 34
Wellington 152,100 22 12
Waitakere 144,500 17 24
Dunedin 119,800 19 28
Hamilton 105,100 14 0
Lower Hutt 94,900 16 18
Palmerston North 74,500 16 0
Tauranga 72,300 15 0
New Plymouth 69,100 17 18
Rotorua 65,700 13 0
Hastings 65,700 15 3
Whangarei 64,200 14 0
Rodney 61,600 12 0
Invercargill 55,800 13 15
Far North 53,700 14 36
Napier 52,300 13 0
Porirua 47,800 14 0
Wanganui 45,900 15 6
Franklin 45,200 15 12
Gisborne 44,400 1 0
Timaru 42,600 13 18
Nelson 40,200 13 0
Waikato 38,500 15 30
Waipa 38,300 13 12
Marlborough 38,300 14 0
Papakura 38,300 13 0
Kapiti Coast 38,300 15 17
Tasman 38,300 14 8
Upper Hutt 37,100 11 0
Southland 33,100 15 68
Whakatane 32,800 16 29
Western Bay of Plenty 32,300 13 29
Taupo 31,700 13 12
Horowhenua 30,100 13 6
Waimakariri 29,900 15 6
Matamata-Piako 29,800 13 18
South Taranaki 29,100 13 24
 22
Manawatu 28,000 14 0
Thomas Coromandel 26,600 10 26
South Waikato 25,500 15 9
Ashburton 24,700 13 4
Masterton 23,400 11 0
Waitaki 23,000 16 12
Selwyn 22,600 14 6
Tararua 19,500 13 24
Clutha 18,050 16 12
Ruapehu 17,850 15 21
Hauraki 17,450 13 18
Kaipara 17,400 11 8
Rangitikei 16,300 12 12
Queenstown-Lakes 16,100 16 6
Central Otago 14,800 15 24
Gore 13,650 12 0
Grey 13,600 8 4
Central Hawkes Bay 12,500 13 0
Buller 11,050 12 4
Wairoa 10,300 10 0
Waitomo 9,890 11 6
Stratford 9,760 11 0
Hurunui 9,690 10 4
Otorohanga 9,350 8 8
South Wairarapa 9,320 11 7
Opotiki 9,120 11 0
Westland 9,090 13 0
Kawerau 8,080 11 0
Banks Perninsula 7,920 10 12
Waimate 7,700 14 0
Certerton 7,180 13 0
MacKenzie 4,270 11 13
Kaikoura 3,700 8 0
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なお、共著者である深見と草野は、その前後、ニュージーランドについて追加的に資料を
収集し、田尾が提示した全体的な枠組みにそって原稿にまとめ、さらにそれに田尾が加筆
修正し、報告としてまとめた。 
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